
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村 人 口面 積歳入総額歳出総額実質収支 2,643131.602,303,0872,073,408219,665 人(H20.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.15][0.15][0.15][0.15]
類似団体内順位[ 43/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.550.550.550.55奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均0.440.440.440.440.001.002.003.004.00 0.082.840.36類似団体内最大値類似団体内最小値類似団体内平均値 0.15 東吉野村の比率財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [99.9%][99.9%][99.9%][99.9%]
類似団体内順位[ 54/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均92.092.092.092.0奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均98.698.698.698.6(%)

140.0120.0100.080.060.040.020.0 120.449.586.7 99.9人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[291291291291,,,,799799799799円円円円]]]]
類似団体内順位[ 19/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均116,898116,898116,898116,898奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均121,864121,864121,864121,864(円)

2,000,0001,500,0001,000,000500,0000 1,734,571176,641358,674 291,799 給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [94.1][94.1][94.1][94.1]
類似団体内順位[ 49/61 ] 全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均97.097.097.097.0全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均93.293.293.293.2110.0100.090.080.070.060.0 99.574.290.1 94.1 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[20202020....81818181人人人人]]]]

類似団体内順位[ 23/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均7.827.827.827.82奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.738.738.738.73(人)
100.0080.0060.0040.0020.000.00 72.739.5023.10 20.81

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [24.6%][24.6%][24.6%][24.6%]
類似団体内順位[ 53/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均12.312.312.312.3奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均14.614.614.614.6(%)

50.040.030.020.010.00.0 41.6△ 0.114.3 24.6
将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[951951951951,,,,413413413413円円円円]]]]

類似団体内順位[ 16/61 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均446,922446,922446,922446,922奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均495,751495,751495,751495,751(円)
5,000,0004,000,0003,000,0002,000,0001,000,0000 3,874,40049,4531,257,504 951,413

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、　当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄財政力指数：人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（平成21年1月末現在45.0％）に加え、基幹産業である林業の不　　　　　　　　振、そして不況による村税の減収により財政基盤が弱く、類似団体平均を下回っている。行財政改革実施計　　　　　　　　画に基づく歳出の徹底した見直しや、組織の見直しを行い、行政の効率化に努め、財政の健全化、財政基盤　　　　　　　　の強化を図る。経常収支比率：一部事務組合にかかる負担金や、繰出金において類似団体平均を上回っている。これは、三位一体改革　　　　　　　　による交付税の削減により経常一般財源の減少が大きな要因となり、近年になって経常収支比率を引き上　　　　　　　　げる結果となった。一部事務組合に対しても引き続き更なる事業の効率化と経費削減の取り組みを要請する　　　　　　　　とともに、人件費の削減に努め経常収支比率の低下を図る。人口1人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体と比較すると、効率化が図られていると考えられるが、行財政改革実　　　　　　　　施計画に基づく徹底した見直しを今後も継続し、経費の節減を図る。ラスパイレス指数：職員の給与については、国の給与水準や制度、運用に準ずるよう努めているところであるが、財政の　　　　　　　　健全化を図るため、給与の抑制を行っている。 人口１人当たり地方債現在高：類似団体においては平均的であるが、全国平均、奈良県平均のほぼ２倍であり、普通建　　　　　　　　設事業の優先度を見定め地方債の発行を抑制し、減少に向け取り組んでいる。実質公債費比率：平成６～11年度において発行した一般単独事業債の償還と、簡易水道施設の充実に伴う簡易水道事　　　　　　　　業債の償還、国の三位一体改革による交付税の削減に伴い実質公債費比率が上昇している。しかし、普通　　　　　　　　建設事業の優先度を見定め、地方債の発行を抑制し、実質公債費比率の引き下げを図る。人口1,000人当たり職員数：行財政改革により、類似団体においては若干の職員数減が見られるが、施設統合などの更　　　　　　　　なる効率化を図り、職員数の削減を図っている。


